
災害に強く、安全・安心な住宅と 
住環境の形成について 

【資料４－１】 
横浜市住宅政策審議会 

第３専門部会 



１）横浜市の地震災害想定（地震マップ） 
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図表：地震マップ（東京湾北部地震） 図表：地震マップ（元禄型関東地震） 

※地震マップは、平成24年10月に公表した「横浜市地震被害想定調査報告書」で、被害想定対象とした地震の震度分布を図示したもの 

出典：横浜市HP（危機管理室 地震マップ） 



１）横浜市の地震災害想定（地震火災、対策地域） 
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図表：重点対策地域（不燃化推進地域）・対策地域の区域図 図表：被害想定図（焼失棟数） 

 地震火災の被害は、特定の地域に集中することが想定されるため、重点的に策
を実施する地域を「対象地域」、そのうち特に重点化が必要な地域を「重点対策
地域（不燃化推進地域）」として設定 

出典：横浜市の地震火災対策 



２）建築物・まちの防災対策 
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図表：横浜市で実施している主要な施策 図表：いえ・みち まち改善事業の対象地域の状況 

 2015（平成27）年2月現在、密集市街地におけるこれまでの取組状況（いえ・みち 
まち改善事業）は、13地区でまちづくり協議会が設立し、うち、12地区で防災まち
づくり計画を策定 

 11地区で国の補助制度「住宅市街地総合整備事業」を導入 

出典：横浜市地震防災戦略における地震火災対策方針 

区 主な地区 面積 
（ha） 

鶴見区 潮田・本町通 ほか 93.3  
神奈川区 白幡仲町・七島町 ほか 80.9  
西区 西戸部町・東久保町 ほか 90.9  
保土ヶ谷区 峰岡町２丁目 22.3  

南区 庚台・清水ヶ丘・三春台・ 
伏見町 ほか 144.8  

中区 山元町・柏葉 ほか 51.4  
磯子区 滝頭・磯子 ほか 68.1  

金沢区 寺前一丁目・町屋町・谷津町 
ほか 108.3  

合  計 23地域 660.0  
出典：横浜市の地震火災対策 



２）建築物・まちの防災対策（がけ地状況） 
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図表：事業の進捗状況（H26年3月末現在） 

図表：実績の推移および今後の取組み 

出典：横浜市建築局 
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２）建築物・まちの防災対策（木造住宅の状況） 
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 1980（昭和55）年以前に建築された木造住宅が占める割合は瀬谷区、泉区、
栄区では15％以上 

 木造住宅の耐震診断結果をみると、H22以降は約98％が倒壊する可能性が
高いと診断されている 

図表：区別昭和55年以前に建築された木造住宅の割合 

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」 

出典：横浜市建築局 
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図表：木造住宅耐震診断結果 



２）建築物・まちの防災対策（耐震化支援） 
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 H25住宅・土地統計調査などから推計した2016（平成28）年3月末現在の耐震化率
は約89％（横浜市耐震改修促進計画目標値（H32年度）：耐震化率95％） 

 木造住宅・分譲マンションの耐震診断・耐震改修補助の実績は約3,930戸（横浜市
耐震改修促進計画目標値（H27年度）：10年間で4,000戸） 

図表：住宅の耐震化の現状（平成28年３月末） 

出典：横浜市耐震改修促進計画 
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図表：耐震診断・耐震改修補助の実績（平成28年３月末） 

出典：横浜市耐震改修促進計画 



２）建築物・まちの防災対策（耐震化支援） 
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 2020（平成32）年度の耐震化率95％を目標とするこれまでの耐震施策を継続

した場合、目標年度までに建替え等により耐震性のない約３万戸が減少し、
耐震化率は約91％になると推計される 

 2020（平成32）年度の耐震化率95％達成には、５年間でさらに約７万戸の耐
震化が必要 

図表：住宅の耐震化の目標 

出典：横浜市耐震改修促進計画 



３）地域主体の防災対策 
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 家具転倒防止器具の取り付けなど具体的な備えの紹介や最新の被害予測地図
などを掲載した冊子「わが家の地震対策」を居住区別に作成し、各世帯に配布 

 市民が減災に向けた自助・共助の大切さを共通認識として持ち、世代を超えて引
き継がれることを願って「よこはま地震防災市民憲章」を2013（平成25）年３月11日
に制定 

図表：よこはま地震防災市民憲章【行動指針】（抜粋） 図表：わが家の地震対策（区別） 



３）地域主体の防災対策 
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図表：横浜市地震被害想定 

出典：横浜市地震被害想定調査結果一覧（抜粋）（平成24年10月） 

出典：国土交通省住宅局住宅生産課『応急仮設住宅建設必携 中間とりまとめ」平成24年 

   

   

（参考）災害発生後に行う必要戸数の推計方法の例 
【推計方法】阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日本大震災における実績による 

   必要戸数（推計）＝住家被害（全壊・半壊戸数）の２～３割 

  ・過去の災害時の実績（住家被害に対する応急仮設住宅供給戸数の割合） 
 割 合 応急仮設住宅供給戸数 住家被害 

阪神・淡路大震災 19.4％ 48,439戸 249,180棟 

新潟県中越地震 20.4％ 3,460 戸 16,985棟 

東日本大震災 32.5％ 121,286戸 373,529戸 

 

（単位：棟） 

種別 被害単位 元禄型 
関東地震 

東京湾北部 
地震 

南海トラフ 
巨大地震 

慶長型地震 
（津波のみ） 

建物 

全壊数計 34,669 4,331 160 412 

半壊数計 113,719 29,524 21,641 26,600 

合 計 148,388 33,855 21,801 27,012 

 
・被害想定に基づく必要戸数の推計 

住家被害の２割 住家被害の３割 想定住家被害（全壊・半壊） 

29,678戸 44,517戸 148,388 棟 

 出典：横浜市建築局 



４）被災から恒久的な住宅確保まで 
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図表：被災から恒久的な住宅確保までの流れ 

出典：内閣府 
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